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議
　令和４年第２回町議会定例会が、６月７日に開会
され、令和４年度各会計補正予算、条例改正などに
ついて審議されました。
　定例会は、８日に全議案の審議を終了し閉会しま
した。

令和４年第２回町議会定例会

会

■令和４年度月形町一般会計補正予算（第２号）
□歳入歳出予算の総額をそれぞれ 5,809 万 3,000 円増額
　しました。

総額　41 億 8,028 万 5,000 円
■令和４年度月形町国民健康保険事業特別会計補正予
　算（第２号）
□歳入歳出予算の総額をそれぞれ 280 万 3,000 円減額
　しました。

総額　4億 3,187 万 3,000 円

議　　案 令和４年度各会計補正予算
■令和 4 年度国民健康保険月形町立病院事業会計補正
　予算（第２号）
□収益的収入および支出の総額をそれぞれ233万2,000
　円増額しました。

総額　６億 5,474 万 7,000 円

議　　案 条例の改正
■月形町国民健康保険税条例の一部を改正する条例の
　制定について
□令和４年度保険税率の改正を行いました。均等割（１
人あたり）の減額、平等割（１世帯あたり）の増額、
課税限度額を地方税法施行令で定める額へ改正およ
び未就学児に係る均等割額の減額規定の新設が主な
内容です。
※令和４年度国民健康保険税の税率については本号
18～19 ページをご覧ください
■月形町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業
　並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関す
　る基準を定める条例の一部を改正する条例の制定に
　ついて
□国の「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関す
る基準」が改正されたことに伴い、月形町特定教育・
保育施設および特定地域型保育事業並びに特定子ど
も・子育て支援施設などの運営に関する基準の改正
を行いました。

■組合規約の変更について
□次の組合に、新たに上川中部福祉事務組合が加入し
　たため、各組合規約を変更しました。
　（１）北海道市町村総合事務組合
　（２）北海道市町村職員退職手当組合
　（３）北海道町村議会議員公務災害補償等組合

一   般   質   問
松田議員
　●コミュニティスクールの活動状況と持続可能にす
　　る地域コーディネーターの存在について
東出議員
　●ウクライナからの避難民の生活支援（受け入れ）
　　について

我妻議員
　●ぬくもり福祉券交付事業の現状と今後について

諮　　問
■人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて
□人権擁護委員として次の方を法務大臣へ推薦することになりました。
　月形町 52 番地 94　清水　 俊　氏
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問合せ先　議会事務局　☎ 53・2321　Ｅメール gikai@town.tsukigata.hokkaido.jp

意 見 書
■次のとおり意見書が原案どおり可決され、関係機関へ提出することになりました
□森林・林業・木材産業によるグリーン成長に向けた施策の充実・強化を求める要望意見書
□食料安全保障の強化を図る新たな国の予算確保と国民への理解醸成を図る要望意見書

会 議 案
■次の研修会に町議会議員を派遣することになりました
□北海道町村議会議長会主催　議員研修会（札幌市）　７月６日（水）
□空知町村議会議長会主催　議員研修会（秩父別町）　７月 14 日（木）
□北海道町村議会議長会主催　広報研修会（札幌市）　８月 23 日（火）

叙勲・褒章
藍綬褒藍綬褒章章

（統計調査功績）

石川喜義石川喜義さん
（南札比内１）

　昭和45年の国勢調査の調査員と
して任命されて以来、連続 11 回、
50年の長きにわたり調査員として
従事され、長年の尽力とその輝か
しい功績に対し、藍綬褒章が授与
されました。
　内閣府からの賞賜は令和４年６
月３日、上坂町長より伝達されま
した。

春の褒章受章

報　　告
■繰越明許費繰越計算書について（令和３年度月形町
   一般会計）
□令和３年度一般会計において、社会保障・税番号制
度システム整備事業および住民税非課税世帯等に対
する臨時特別給付金給付事業における経費 3,891 万

6,312 円が令和４年度へ繰り越されました。
■株式会社月形町振興公社の経営状況について
□事業および予算、決算内容について報告しました。

承　　認
■専決処分の承認を求めることについて（令和３年度
　月形町一般会計補正予算第９号）
□歳入歳出予算の総額をそれぞれ 2,318 万 8,000 円増額
　しました。

総額　42 億 7,530 万 9,000 円
■専決処分の承認を求めることについて（月形町税条

　例等の一部を改正する条例の制定について）
□令和４年度地方税法改正に伴い、固定資産税（商業
地）の課税標準額の上昇幅を令和４年度に限り2.5％
（現行５％）とする改正のほか、個人住民税の住宅
ローン控除の適用を３年間延長（令和７年までの入
居分を対象）しました。


